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１ 長野県の人口 

令和５年 10 月 1 日現在の長野県の人口は、2,005,274 人（男性

981,745人、女性 1,023,529 人）となり、前年同期に比べて、15,596

人減少した。 

年齢３区分別人口割合をみると、年少人口（０～14 歳）は 11.5％

（前年比 0.2ポイント減少）、生産年齢人口（15～64歳）は 55.6％（同

0.1 ポイント増加）、老年人口（65歳以上）は 32.9％（同 0.2 ポイン

ト増加）となっている。 

老年人口は、昭和 35年の 7.2％から大きく増加しており、平成７年

には老年人口と年少人口の割合が逆転した後、現在も高齢化は進んで

いる。県内市町村別老年人口割合の状況は、高い順に天龍村が 61.9％、

栄村が 57.1％、根羽村が 52.2％となっている。低い順では、南箕輪

村が 23.6％、川上村が 26.5％、御代田町が 28.3％となっている。 

年齢３区分別人口割合の推移（長野県・昭和 35年～令和５年） 

 

Ⅰ 人口・労働力・産業 

資料：「長野県毎月人口異動調査」長野県総合政策課統計室 
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２ 県内の労働力人口 

 

総務省の「労働力調査」によると、全国の労働力人口（15歳以上人

口のうち就業者数と完全失業者数の合計）は、2022 年平均で 6,902

万人と、前年に比べ５万人の減少（２年ぶりの減少）となった。 

また、15～64歳（生産年齢人口に当たる年齢）の労働力人口をみる

と 5,975万人と、前年に比べ６万人の減少となった。男女別にみると、

男性は 3,256万人と 22万人の減少、女性は 2,718万人と 15万人の増

加となった。 

県内の労働力人口は、2022年平均（都道府県別結果モデル推計値）

で 1,130千人と、前年に比べ 1万７千人の減少となった。 

※ 労働力調査は、都道府県別に表章するように基本設計を行っておらず、標本規模も

小さいことなどにより、結果精度が十分に確保できないとみられることから、都道府

県別結果の利用には注意が必要。 

 

総務省統計局の「国勢調査」によると、令和２年 10 月 1 日現在の

県内の人口は 2,048,011 人で、このうち男性は、1,000,389 人、女性

は 1,047,622人となり、前回の平成 27年の調査に比べ、人口は 50,793

人（2.4％）、男性は 21,740 人（2.1％）、女性は 29,053 人（2.7％）

の減少となっている。 

また、県内の生産年齢人口（15 歳から 64 歳）は 1,148,164人で、

前回の平成 27年の調査に比べ、38,701人（3.3％）の減少となってい

る。 

県内の労働力人口は、1,124,214人で平成 27年の調査に比べ 3,062

人減少している。男女別にみると、男性が 619,144 人（55.1％）、女

性が 505,070 人（44.9％）となっている。昭和 60 年から一貫して、

労働力人口に占める女性の割合は 40％を超えており、平成 27 年に比

べ 0.9 ポイントの増加と、昭和 60 年以降、最も高い割合となってい

る。 

※ 国勢調査は令和２年調査より不詳補完値による修正を行っている。それに伴い平成

27 年調査も不詳補完値による遡及集計を行った。 
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年齢階級別にみると、多い順に、「45～54 歳」が 23.3％、「35～44

歳」が 18.9％、「55～64 歳」が 18.8％となっている。昭和 60 年に比

べ、「15～24 歳」が 3.9 ポイント、「25～34 歳」が 4.5 ポイントの減

少となっているのに対して、「55～64 歳」が 1.8 ポイント、「65 歳以

上」は 9.8ポイントの増加と、その構成比は変化してきている。 
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１）人口と生産年齢人口の推移 

（長野県・平成 12年～令和２年） 

 

２）男女別労働力人口の構成比の 

推移(長野県・昭和 60年～令和２年) 

３）年齢階級別労働力人口の構成比の推移（長野県・昭和 60年～令和２年） 

 

資料：「平成 27 年・令和２年国勢調査」総務省統計

局 
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３ 産業別・職業別就業者 

 

総務省の「令和２年国勢調査」によると、令和２年 10 月１日現在

の県内の 15 歳以上就業者数は 1,086,918 人で、前回、平成 27 年の

1,088,332人と比べて 1,414 人減少している。男性は 595,509人、女

性は 491,409 人で、前回の平成 27 年に比べ男性は 9,955 人減少、女

性は 8,541人増加している。 

また、65 歳以上の就業者数は 204,641 人(就業者数の 18.8％)で、

前回の平成 27年に比べ 2.2ポイント増加している。 

就業者数の産業別割合をみると、高い順に「製造業」が 230,967人

（就業者数の 21.2％）、「卸売業，小売業」が 155,461人（同 14.3％）、

「医療,福祉」が 148,322人（同 13.6％）、「農業,林業」「漁業」が 92,133

人（同 8.5％）、「建設業」が 80,937人（同 7.4％）となっている。特

に「医療,福祉」は平成 27年に比べると 12,352人（1.2ポイント）の

増加となっている。 

男女別・第１次～第３次産業別にみると、男性は第１次産業が 9.0％、

第２次産業が 37.2％、第３次産業が 53.8％となっている。女性は第

１次産業が 7.9％、第２次産業が 18.4％、第３次産業が 73.7％となっ

ており、男女とも第３次産業従業者割合が最も高くなっている。 

就業者数の職業別割合は、高い順に「事務従事者」が 17.9％、「生

産工程従事者」が 17.5％、「専門的・技術的職業従事者」が 16.3％と

なっている。 

【用語の解説】 

就業者 調査期間中、賃金、給料、諸手当、営業収益、手数料、内職収

入など収入（現物収入を含む）を伴う仕事を少しでもした人。 
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１）産業別就業者の構成比の推移（長野県・平成 27、令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

２）男女別・第１次～第３次産業別就業者の構成比の推移 

（長野県・平成 27年、令和２年） 

男性 595,509人（令和２年） 

 

女性 491,409人（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）職業別就業者の構成比の推移（長野県・平成 27年、令和２年） 

 

資料：「平成 27年国勢調査」「令和２年国勢調査」総務省統計局 
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４ 有業者、雇用者 

 

総務省の「令和４年就業構造基本調査」によると、県内の有業者は

1,105,400 人で、そのうち雇用者は 86.7％（956,000 人）となってい

る。有業者数に占める雇用者数の割合を男女別にみると、男性は

84.7％（508,300人）、女性は 89.1％（447,700人）となっている。 

役員を除いた雇用者（895,300人）を雇用形態別にみると、「正規の

職員・従業員」が 63.1％（564,800人）、「パート」が 20.6％（184,200

人）、「アルバイト」が 5.7％（50,600人）などとなっている。男女別

に雇用者に占める「正規の職員・従業員」の割合をみると、男性では

79.2％、女性では 45.7％であり、平成 29 年に比べ、その割合は男性

で 0.1%増加、女性では 1.4%増加している。また女性は「パート」の

比率が 36.9％と男性の 5.4％に比べてかなり高い。 

有業者を年齢階級別の構成比でみると、「15～24歳」が 6.2％(平成

29年 6.0％)、「25～34歳」が 14.0％（同 14.4％）、「35～44歳」が 18.1％

（同 21.1％）、「45～54歳」が 24.4％(同 22.4％)、「55～64歳」が 19.5％

（同 18.5％）、「65歳以上」が 17.9％(同 17.7％)となっている。 

有業者を産業別にみると、製造業が 21.6％（平成 29 年 20.9％）、

医療,福祉が 14.4％（同 12.2％）、卸売業,小売業が 13.1％（同 13.7％）

などとなっている。男女別では、男性は製造業が 26.5％、卸売業,小

売業が 11.7％、建設業が 10.8％となっているのに対し、女性は医療,

福祉が 24.4％、製造業が 15.7％、卸売業,小売業が 14.9％となってい

る。 

【用語の解説】 

有業者 ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日以

降もしていくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休ん

でいる者 

雇用者 会社員、団体職員、公務員、個人商店の従業員など、会社、団

体、個人、官公庁、個人商店などに雇われている者 



8 

 

４）産業別有業者の構成比 

（長野県・令和４年） 

 

１）従業上の地位別有業者の構成比 

（長野県・令和４年、平成 29年） 

２）雇用形態別雇用者の構成比 

（長野県・令和４年、平成 29年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）年齢階級別有業者の構成比 

（長野県・令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 29 年、令和４年就業構造基本調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 

（％） 
（％） 
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５ 県内地域別従業者 

 

総務省の「令和３年経済センサス‐活動調査」によると、県内の民

営事業所で働く従業者数は、929,898人となっている。 

従業者数を市町村別にみると、長野市が 184,932 人（県全体の

19.9％）と最も多く、次いで松本市が 121,650 人（同 13.1％）、上田

市が 73,947 人（同 8.0％）、飯田市が 47,177 人（同 5.1％）、佐久市

が 40,746人（同 4.4％）となっており、上位５市で県全体の約５割を

占めている。 

 

１） 地域別従業者の構成比 

（長野県・令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 従業者数の多い市町村 

（長野県・令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：「令和３年経済センサス‐活動調査(確報)」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 

順位 市町村 従業者数(人)

1 長野市 184,932

2 松本市 121,650

3 上田市 73,947

4 飯田市 47,177

5 佐久市 40,746

6 安曇野市 37,445

7 塩尻市 31,384

8 伊那市 28,481

9 諏訪市 26,142

10 茅野市 23,908
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６ 産業別事業所・従業者 

 

総務省の「令和３年経済センサス‐活動調査」によると、県内の民

営事業所（事業内容等が不詳の事業所を含む）は 105,129事業所とな

っている。 

事業所数を産業別にみると、「卸売業,小売業」が 22,746 事業所で

全産業の 22.8％を占めて最も多く、次いで「宿泊業,飲食サービス業」

が 13,597事業所で 13.7％、「建設業」が 10,675事業所で 10.7％、「製

造業」が 9,766事業所で 9.8％となっており、この４産業で全産業の

57.0％を占めている。 

従業者数を産業別にみると、「製造業」が 215,969 人で 23.2％を占

めて最も多く、次いで「卸売業,小売業」が 174,971人で 18.8％、「医

療,福祉」が 126,732人で 13.6％、「宿泊業,飲食サービス業」が 82,961

人で8.9％となっており、この４産業で全産業の 64.6％を占めている。 

１） 産業別事業所の構成比 

（長野県・令和３年） 

２） 産業別従業者数の構成比 

（長野県・令和３年） 

 

 

資料：「令和３年経済センサス‐活動調査(確報)」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 
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１ 完全失業率・完全失業者の状況 

 

総務省の「令和４年労働力調査年報」によると、令和４年平均の完

全失業率は全国が 2.6％、長野県（試算値）が 2.1％で、全国では前

年比 0.2ポイントの低下、長野県は同比 0.3ポイントの低下となった。 

全国値を男女別にみると、男性は 2.8％、女性は 2.4％と、男性は

前年比 0.3 ポイント低下、女性は同比 0.1 ポイントの低下であった。

また、完全失業率の男女差は 0.4ポイントとなっている。 

全国の完全失業者を求職理由別にみると、「非自発的な離職」は令

和４年平均で 46万人と前年に比べ 10万人の減少、このうち「勤め先

や事業の都合」により前職を離職した者は 29万人で 7万人の減少、「定

年又は雇用契約の満了」により前職を離職した者は 18 万人と 2 万人

の減少であった。「自発的な離職」は 72万人と 2万人の減少であった。

また、「新たに求職」のうち「収入を得る必要が生じたから」は 24万

人と２万人減少した。 

 

総務省の「令和２年国勢調査」によると、県内の完全失業者は 35,335

人で、男女別では、男性が 22,347人、女性が 12,988人となっている。

平成 27 年に比べ 2,889 人（男性 2,729 人、女性 160 人）の減少とな

り、平成２年以降では、平成 22年をピークに減少に転じている。 

Ⅱ 雇用情勢 

【用語の解説】 

完全失業率 労働力人口に占める完全失業者の割合。 

完全失業者 国勢調査では「調査週間中、収入を伴う仕事を少しもしな

かった者のうち、仕事に就くことが可能であって、かつ、ハローワー

ク（公共職業安定所）に申し込むなどして積極的に仕事を探していた

者」としている。労働力調査でもほぼ同様。 
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１）完全失業率の推移 
（全国、長野県・平成 26～令和４年） 

 

２）完全失業者数の推移 

  （長野県・平成２～令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）完全失業者の離職理由の推移（全国・平成 26～令和４年） 

 資料：「平成 27年国勢調査」，「令和２年国勢調査」総務省統計局 

（％） 

(万人) 

資料：「令和４年労働力調査年報」総務省統計局 
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２ 求人・求職の状況 

 

長野労働局の「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」によると、

令和４年度県内の月平均の月間有効求人数は 49,934人（前年比 4,491

人増加）、月間有効求職者数は 32,179人（前年比 594人減少）となっ

ており、月間有効求人倍率は 1.55倍（前年度 1.39倍）となっている。 

令和４年度の県内の月間有効求職者（常用）の年齢階級別構成比を

みると、29歳以下が 19.2％（前年度 19.2％）、30～39歳が 18.4％（同

18.3％）、40～49 歳が 20.1％（同 20.5％）、50～59 歳が 19.8％（同

19.4％）、60歳以上が 22.3％（同 22.5％）となっている。 

また、県内の月間有効求職者（常用）の年齢階級別構成比を男女別

でみると、29歳以下で男性が 18.7％、女性が 19.7％、30～39歳で男

性が 16.1％、女性が 20.6％、40～49歳で男性が 17.7％、女性が22.2％、

50～59歳で男性が 19.2％、女性が 20.4％、60歳以上で男性が 28.3％、

女性が 17.2％となっている。

【用語の解説】 

月間有効求人数 前月から繰越された有効求人数（前月末日現在におい

て、求人票の有効期限が翌月以降にまたがっている未充足の求人数を

いう。）と当月の「新規求人数」の合計数をいう。 

月間有効求職者数 前月から繰越された有効求職者数（前月末日現在に

おいて、求職票の有効期限が翌月以降にまたがっている就職未決定の

求職者をいう。）と当月の「新規求職申込件数」の合計数をいう。 
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１）月間求人・求職状況の推移(パートタイマーを含む) 
（長野県・平成 25～令和４年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）年齢階級別月間有効求職者(常用)の構成比 

（長野県・令和４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」厚生労働省 
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３ 新規学卒者 

 

文部科学省の「学校基本調査」による令和５年３月新規学校卒業者

の進路状況をみると、長野県の中学校卒業者は高等学校等進学率

98.8％（前年 99.0％）、就職率 0.0％で、高等学校卒業者は大学等進

学率 54.3％（同 53.4％）、就職率 15.8％（同 15.9％）となっている。 

また、長野労働局発表の「令和５年３月新規高等学校卒業者の求

人・求職・就職内定状況」により、新規高等学校卒業者の状況をみる

と、求人数 7,439人（前年比 1,185人増加）に対して求職者数が 2,568

人（同 67人減少）、求人倍率は 2.90倍（同 0.53ポイント上昇）とな

っている。 

長野労働局の令和５年 12 月末現在の「令和６年３月新規高等学校

卒業者の求人・求職・就職内定状況」では、新規高等学校卒業者の職

業紹介状況をみると、就職内定率は前年を 0.5ポイント下回る 89.4％

で、求人倍率は 3.20倍となっている。また、「令和６年３月新規大学

等卒業予定者の就職内定状況」では、就職内定率は 84.0％で、前年同

期を 2.1ポイント上回っている。 

厚生労働省及び文部科学省が共同で調査している、全国の「令和６

年３月大学等卒業予定者の就職内定状況調査【年 4回実施 10/1、12/1、

2/1、4/1】（令和５年 12 月１日現在）」では、大学で 86.0％（前年同

期比 1.6 ポイント上昇）、短期大学で 66.7％（同 2.7 ポイント低下）

となっている。 
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１）新規学卒者の進学率及び就職率の推移（長野県・平成 28～令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）高等学校卒業者の求職・求人状況（長野県・平成 28年３月～令和５年３月） 

 

 

 

 

資料：「令和５年度学校基本調査」文部科学省、長野県総合政策課統計室 

「新規高等学校卒業者の求人・求職・就職内定状況」長野労働局 
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４ 高年齢者雇用 

 

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」は、高年齢者が年齢に

かかわりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現を目的に、

企業に「定年制の廃止」や「定年の引上げ」、「継続雇用制度の導入」

のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じるよう義務付けて

いる。 

 

長野労働局の「令和４年長野県内の高年齢者の雇用状況」によると、

従業員 31人以上規模企業における常用労働者数（397,026人）のうち、

60歳以上の常用労働者数は 57,265人で 14.4％を占めている。年齢階

級別にみると、60 歳～64 歳が 31,829 人、65 歳～69 歳が 15,555 人、

70歳以上が 9,881人となっている。 

令和３年 6月 1日から令和４年 5月 31日の 60歳定年企業における

定年到達者 5,202人のうち、継続雇用された者は 4,524人（87.0％）、

継続雇用を希望しない定年退職者は 672 人（12.9％）、継続雇用を希

望したが継続雇用されなかった者は 6人（0.1％）となっている。 

高年齢者雇用確保措置の実施済企業の割合は 100％（2,936 社）で

内訳をみると、「定年制の廃止」が 2.5％（74 社）、「定年の引上げ」

が 23.2％（682社）、「継続雇用制度の導入」が 74.3％（2,180社）と

なっており、定年制度により雇用確保措置を講じるよりも、継続雇用

制度により雇用確保措置を講じる企業の比率が高くなっている。 

希望者全員が 66 歳以上まで働ける継続雇用制度を導入している企

業は 352 社で、前年に比べ 54社の増加となっており、割合は 12.0％

（前年比 1.8ポイント上昇）となっている。 

66歳以上で働くことができる企業の状況では、「66歳以上働ける制

度のある企業」は 46.1％（全国平均 40.7％）、「70 歳以上働ける制度

のある企業」は 44.6％（同 39.1％）で全国平均値を上回っている。

一方、定年制の状況は、定年制廃止企業および 65 歳以上定年企業は

25.7％（前年値 24.0％）と前年に比べ増加したものの、全国値（27.2％）

を下回る状況となっている。 
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74.3 23.2 

2.5 

全企業

継続雇用制度の導入

定年の引上げ

定年制の廃止

(%)

(社、％)

①実施済 ②未実施 ①＋②合計

2,714 0 2,714

100.0% 0.0% 100.0%

222 0 222

100.0% 0.0% 100.0%

2,936 0 2,936

100.0% 0.0% 100.0%
31人以上計

企業規模

31人～300人

301人以上

１）60歳以上の常用労働者数の推移（長野県・平成 26～令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）60歳定年企業における定年到達者の状況（長野県・令和４年） 

 

 

 

 

 

３）高年齢者雇用確保措置の実施状況（長野県・令和４年） 

【雇用確保措置を実施している企業】      【雇用確保措置の内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：「令和４年長野県の高年齢者の雇用状況」長野労働局 
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５ 障がい者雇用 

 

障がい者の職業の安定を図るため、民間企業、国、地方公共団体は、

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、法定雇用率に相当

する数以上の障がい者を雇用しなければならないこととされている。 

 

長野労働局の「令和５年長野県内の障害者雇用状況」によると、

2.3％の法定雇用率が適用される一般の民間企業（43.5 人以上規模）

の実雇用率は過去最高の 2.42％（全国 26 位）となり、全国平均

（2.33％）を上回っている。 

一般の民間企業に雇用されている障がい者の数は 7,662.0人で、前

年と比べ 4.2％（311.0人）増加し、過去最高を更新した。 

実雇用率を産業別にみると、高い順に「農林漁業」で 6.90％、「生

活関連サービス・娯楽業」3.71％、「医療・福祉」3.07％、「サービス

業」2.67％、「運輸業・郵便業」2.42％、「宿泊業・飲食サービス業」

2.41％、「製造業」2.34％の順で、これらの産業では法定雇用率を上

回っている。 

法定雇用率達成企業の全企業に占める割合をみると、全体では

62.3％で、前年を 4.2ポイント上回っている。産業別では、最も高い

産業は「農林漁業」で 72.7％、次いで「医療・福祉」70.6％で７割を

超えている。一方、最も低かった産業は「金融・保険業」で 20.0％と

なっている。 
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１）障がい者実雇用率の推移（全国、長野県・平成 23～令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）産業別障がい者実雇用率 
（長野県・令和５年）

 

３）産業別法定雇用率達成・未達成 

企業割合（長野県・令和５年） 

 

 
(％) 

(％) 

資料：「令和５年長野県内の障害者雇用状況」長野労働局 

(％) 



21 

 

６ 非正規労働者 

 

総務省の「令和４年労働力調査年報」によると、令和４年平均の

雇用者（役員を除く。）は 5,689万人で、前年より 27万人増加した。

このうち正規の職員・従業員は 3,588 万人で 1 万人の増加となって

いる。 

一方、非正規の職員・従業員は 2,101万人と 26万人の増加（３年

ぶりの増加）となった。男女別にみると、男性は 669 万人で、前年

に比べ 16 万人の増加、女性は 1,432 万人で前年に比べ 10 万人の増

加となっている。 

非正規の職員・従業員を男女、年齢階級別にみると、男性は 65歳

以上が 206 万人（30.8％）と最も多く、前年比では６万人の増加、

次いで 55～64 歳が 136 万人（20.3％）となっている。女性は 45～

54 歳が 373 万人（26.0％）と最も多く、前年比では１万人の減少、

次いで 55～64歳が 303万人（21.2％）となっている。 

 

総務省の「令和４年就業構造基本調査」によると、全国の非正規

の職員・従業員の割合は、36.9％（2,110万人）と前回（H29 38.2％）

比べ 1.3ポイント減少している。男女別にみると、男性は 22.1％（664

万 2千人）で前回（H29 22.3％）と比べ 0.2ポイント低下し、女性

は 53.2％（1,446万 8千人）で前回（H29 56.6％）と比べ 3.4ポイ

ント低下している。 

県内の非正規の職員・従業員の割合は、36.9％（330,500 人）と

前回（H29 37.6％）と比べ 0.7ポイント低下している。男女別にみ

ると、男性は 20.8％（96,400人）で前回（H29 20.9％）と比べ 0.1

ポイント低下し、女性は 54.3％（234,100人）で前回（H29 55.7％）

と比べ 1.4ポイント低下している。 
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１）雇用形態別雇用者数の推移  ２）男女、年齢階級別非正規の 

(全国・平成 26～令和４年)         職員・従業員の内訳 
（全国・令和４年） 

男性
31.8%

女性

68.2%

18.5 

9.9 

12.0 

10.7 

8.8 

18.3 

9.6 

26.0 

20.3 

21.2 

30.8 

13.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

男

女

15～24歳 25～34歳 35～44歳

45～54歳 55～64歳 65歳以上
3,317 3,367 3,423 3,476 3,503 3,529 3,555 3,588

1,986 2,023 2,036 2,120 2,165 2,090 2,064 2,101

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

27 28 29 30 R元 2 3 4

非正規

正規

 

 

３）雇用者（役員を除く）のうち非正規の職員・従業員の割合 

（全国、長野県・令和４年） 

  

資料：「令和４年労働力調査年報」総務省統計局 

「令和４年就業構造基本調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 

全 国 長野県 

(万人) 
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７ 短時間労働者 

 

厚生労働省の「令和４年賃金構造基本統計調査」によると、短時間

労働者の１日当たりの所定内実労働時間は、5.2 時間、男女別では男

性が 4.9時間、女性が 5.3時間となっている。産業別にみると、男性

では多い順に「鉱業、採石業等」が 7.6 時間、「学術研究、専門・技

術サービス業」が 7.2 時間、「建設業」が 6.8 時間となっている。女

性では、「電気・ガス業等」が 6.6時間、「金融業、保険業」が 6.2時

間、「製造業」が 6.0時間となっている。 

また、短時間労働者の１時間あたりの賃金は、1,223 円、男女別で

は男性が 1,350円（前年比 52円増加）で、女性が 1,170円（同 13円

増加）となっている。１時間あたり所定内給与額を産業別にみると、

男性が高い順に「教育,学習支援業」2,807 円、「医療、福祉」2,167

円、「鉱業、採石業等」1,967円となっている。女性は「教育、学習支

援業」2,055 円、「金融業、保険業」1,360 円、「医療、福祉」1,254

円となっている。 

１）短時間労働者の男女別、産業別１日当たり所定内実労働時間 

（長野県・令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データなし 

 

データなし 
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２）短時間労働者の月間労働日数（長野県・令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）短時間労働者の産業別１時間当たりの賃金（長野県・令和４年）  

 

資料：「令和４年賃金構造基本統計調査」厚生労働省 

データなし 

 

デ
ー
タ
な
し 

（円） 

デ
ー
タ
な
し 

データなし 
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８ 外国人労働者 

 

長野労働局の「長野県における外国人雇用状況の届出状況（令和５

年 10月末現在）」によると、県内で外国人労働者を雇用している事業

所数は 4,598 か所（前年同期比 266 か所、6.1％増加）で、外国人労

働者数は 24,893人（同 2,506人、11.2％増加）となっている。 

県内の外国人労働者を国籍別にみると、多い順にベトナムが 6,246

人で外国人労働者数全体の 25.1％、フィリピンが 3,937人で 15.8％、

中国（香港等を含む。）が 3,808 人で 15.3％、ブラジルが 2,957人で

11.9％となっている。 

また、産業別では、「製造業」が 11,503人で 46.2％を占め、次いで

「サービス業（他に分類されないもの)」が 3,677人で 14.8％、「農業、

林業」が 2,272人で 9.1％、「宿泊業、飲食サービス業」が 1,705人で

6.8％、「卸売業、小売業」が 1,545人で 6.2％となっている。 

事業所規模別に外国人労働者をみると「30人未満」規模の事業所が

10,335人で41.5％と最も多く、次いで「30～99人」が6,186人で24.9％、

「100～499人」が 6,018人で 24.2％、「500人以上」が 2,316人で 9.3％

となっている。 

外国人雇用状況の届出制度 

 雇用対策法に基づき、外国人労働者の雇用管理の改善や再就職支

援を図ることを目的とし、すべての事業主に、外国人労働者の雇入

れ・離職時に、氏名、在留資格、在留期間などを確認し、厚生労働

大臣（ハローワーク）へ届け出ることを義務付けている。 
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１）外国人労働者を雇用している事業所数及び外国人労働者数の推移 

（長野県・平成 25～令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）国籍別外国人労働者数 

（長野県・令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）産業別外国人労働者数 

（長野県・令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：「長野県における外国人雇用状況の届出状況（令和５年 10月末現在）」長野労働局 
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９ 離職状況 

 

厚生労働省の「新規学卒就職者の離職状況（令和２年３月卒業者の

状況）」によると、全国の令和２年３月に卒業した新規学卒就職者の

卒業後３年以内離職率は、大学卒 32.3％（前年比 0.8ポイント上昇）、

短大等卒 42.6％（同 0.7ポイント上昇）、高校卒 37.0％（同 1.1ポイ

ント上昇）、中学卒 52.9％（同 4.9ポイント低下）となっている。 

  産業別にみると、離職率の高い産業は、高い順に、大学卒で「宿泊

業・飲食サービス業」が 51.4％、「生活関連サービス業・娯楽業」が

48.0％、「教育・学習支援業」が 46.0％となっている。高校卒では、

「宿泊業・飲食サービス業」が 62.6％、「生活関連サービス業・娯楽

業」が 57.0％、「小売業」が 48.3％となっている。 

  事業所規模別にみると、離職率の高い順に、「5 人未満」が大学卒

54.1％、高校卒 60.7％、「5～29人」が大学卒 49.6％、高校卒 51.3％、

「30～99人」が大学卒 40.6％、高校卒 43.6％となっている。 

 

総務省が実施した令和４年「就業構造基本調査」によると長野県の

15 歳以上人口のうち平成 29 年 10 月～令和４年 9 月の５年間で、介

護・看護のために前職を離職した者は 8,300 人で、うち男性は 1,400

人、女性は 6,900人となっている。 

全国の 15 歳以上人口のうち平成 29 年 10 月～令和４年 9 月の５年

間で、介護・看護のために前職を離職した者は 473,800人で、うち男

性は 119,600人、女性は 354,200人となっている。 
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１）新規学卒者の卒業後３年以内離職率（全国・平成 30～令和２年３月卒業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）新規学卒者の産業別離職率（全国・令和２年３月卒業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３）新規学卒者の事業所規模別   ４）介護・看護のため前職離職者数 

離職率              の推移 
（全国・令和２年３月卒業者）     （長野県・15歳以上） 

 

資料：「新規学卒就職者の離職状況（令和２年３月卒業者の状況）」厚生労働省    
   「令和４年就業構造基本調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 
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10 雇用保険 

 

雇用保険は、労働者の生活及び雇用の安定と就職の促進のために、

失業された方や教育訓練を受けられる方等に対して、失業等給付を支

給するとともに、失業の予防、雇用状態の是正及び雇用機会の増大、

労働者の能力の開発及び向上その他労働者の福祉の増進等を図るた

めの事業を行っている。 

厚生労働省の「雇用保険事業年報」によると、令和４年度末の県内

の雇用保険適用事業所数は38,128所（前年比 113所増加）で、被保険

者数は636,736人（同914人増加）となっている。 

令和４年度の県内の雇用保険受給の状況についてみると、受給資格

決定件数は20,974件（前年比460件増加）となっている。 

 

雇用保険制度の概要 

雇用保険

雇用保険
二事業

失業等給付 求職者給付

就職促進給付

教育訓練給付

雇用継続給付

雇用安定事業

一般被保険者に対する
求職者給付

高年齢被保険者に対する
求職者給付

短期雇用特例被保険者に
対する求職者給付

日雇労働被保険者
に対する求職者給付

能力開発事業
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１）雇用保険適用状況の推移 

（長野県：平成25～令和４年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）雇用保険受給状況 
（長野県・平成25～令和４年度） 

 

資料：「雇用保険事業年報」厚生労働省 

(件) 

 

(人) (所) 
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１ 県内勤労者の月間現金給与総額 

 

「毎月勤労統計調査」によると、令和４年の５人以上規模事業

所で働く常用労働者の一人平均月間現金給与総額は、長野県が

299,630円（前年比*0.9％上昇）、全国が 325,817円となっている。 

県内の産業別月間現金給与総額（５人以上規模）をみると、金

額の高い順に「電気・ガス・熱供給・水道業」が 519,464円、「情

報通信業」が 455,126円、「学術研究、専門・技術サービス業」が

441,921円となっている。 

金額の少ない順では、「宿泊業,飲食サービス業」で 115,072円、

「不動産業、物品賃貸業」で 217,169 円、「生活関連サービス業,

娯楽業」で 217,627円、となっている。 

 
* 前年比は、平成 27 年平均値を基準とする指数比較により算出した対前年増減率であり、実

数から計算したものとは必ずしも一致しない。 

Ⅲ 賃金・諸手当 

【用語の解説】 

常用労働者 期間を定めずに又は１か月を超える期間を定めて雇用さ

れる者 

現金給与額 賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず労働

の対価として使用者が労働者に通貨で支払うもので、所得税、社会

保険料等を差し引く以前の金額 
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１）月間現金給与総額の推移（全国、長野県・平成 27～令和４年、事業所規模 5人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）産業別月間現金給与総額（長野県・令和４年、事業所規模 5人以上） 

 

資料：「毎月勤労統計調査地方調査」長野県情報政策課統計室 

   「毎月勤労統計調査」厚生労働省 
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２ 県内小規模事業所（1人～4人規模）の現金給与額 

 

「毎月勤労統計調査特別調査」によると、令和４年７月におけ

る一人平均きまって支給する現金給与額は、198,035 円（全国

203,079円）となっている。 

男女別では、男性が 264,850 円、女性は 143,401 円となってい

る。 

また、主な産業別にみると、「建設業」が 260,422円、「製造業」

が 179,796 円、「卸売業,小売業」が 212,367 円、「医療,福祉」が

192,158円となっている。 

令和３年８月から令和４年７月までの１年間に、賞与など特別

に支払われた現金給与額（勤続１年以上）についてみると、291,573

円（全国 258,268円）となっている。 

主な産業別にみると、「建設業」が219,933円、「製造業」が209,381

円、「卸売業,小売業」が 320,613 円、「医療,福祉」が 303,669 円

となっている。 

30 人以上規模事業所の一人平均きまって支給する現金給与額を

100 とし、事業所規模間の格差をみると、1 人～4 人規模事業所は

調査産業計で 72.1となっている。主な産業別にみると、格差が最

も大きいのは「製造業」で 59.2となっている。 
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規 模 間 格 差
(30人以上＝ 100）

1人～4人 30人以上 1人～4人
円 円

調 査 産 業 計 198,035 274,609 72.1

建 設 業 260,422 348,954 74.6

製 造 業 179,796 303,742 59.2

卸 売 業 , 小 売 業 212,367 202,084 105.1

医 療 , 福 祉 192,158 293,970 65.4

主 な 産 業
事 業 所 規 模

(注）　毎月勤労統計調査全国及び地方調査の令和4年7月分結果の「きまって支給する給与」である。

１）主要産業別・性別一人平均きまって支給する現金給与額 

（長野県・令和４年、事業所規模１人～４人） 

 (円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）主要産業別一人平均特別に支払われた現金給与額 

（長野県・令和４年、事業所規模１人～４人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）主要産業別一人平均きまって支給する現金給与額の事業所規模間格差 
（長野県・令和４年） 
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３ 所定内賃金額 

 

厚生労働省の「令和４年賃金構造基本統計調査」によると、県

内10人以上規模民営事業所で働く一般労働者の、令和４年６月30

日現在の所定内給与額は、男性が343,200円（前年比31,600円、

10.1％増加）、女性が251,200円（同20,500円、8.9％増加）となっ

ている。 

年齢階層別の所定内給与を見ると、賃金のピークは男性が50～

54歳層で400,000円、女性は45～49歳層で272,200円となっている。 

主な産業別の所定内給与額は、男性では「金融業，保険業」で

500,200円、「情報通信業」で388,100円、「学術研究等」で378,600

円となっている。 

女性では「情報通信業」で302,600円、「医療、福祉」で283,000

円、「金融業,保険業」で282,900円となっている。 

【用語の解説】 

一般労働者 「短時間労働者」以外の者をいう。 

短時間労働者 同一事業所の一般の労働者より１日の所定労働時間が

短い又は１日の所定労働時間が同じでも１週の所定労働日数が少な

い労働者をいう。 

所定内給与額 労働契約等であらかじめ定められている支給条件、算

定方法により６月分として支給された現金給与額（きまって支給す

る現金給与額）のうち、超過労働給与額（①時間外勤務手当、②深

夜勤務手当、③休日出勤手当、④宿日直手当、⑤交替手当として支

給される給与をいう。）を差し引いた額で、所得税等を控除する前の

額をいう。 
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１）男女別・年齢階層別所定内給与額（長野県・令和４年、事業所規模 10人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）男女別・産業別所定内給与額（長野県・令和４年、事業所規模 10人以上） 

 

資料：「令和４年賃金構造基本統計調査」厚生労働省 
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４ 学卒者の初任給 

 

厚生労働省の「令和４年賃金構造基本統計調査」によると、令

和４年４月採用の新規学卒者の初任給は、男性の場合は大学院修

士課程修了で250,500円（前年比4.6％増加）、大学卒で220,300円

（同2.2％増加）、高専・短大卒で195,000円（同3.6％増加）、専門

学校卒で195,800円、高校卒で175,500円（同1.2％減少）となって

いる。女性の場合は大学卒で212,300円（同2.5％減少）、高専・短

大卒で192,200円（同3.3％増加）、専門学校卒で202,700円、高校

卒で175,100円（同4.6％減少）となっている。 

 

大学卒の初任給額を産業別にみると、金額の高い順に男性は「医

療・福祉」で314,100円、「情報通信業」で233,400円、「学術研究

等」で230,000円、「その他のサービス業」で228,800円となってお

り、女性は「建設業」で235,000円、「医療・福祉」で225,300円、

「情報通信業」で214,200円、「卸売業、小売業」で213,400円とな

っている。 

【用語の解説】 

初任給 通常の所定労働時間、日数を勤務した新規学卒者の６月分

所定内給与額（所定内労働時間に対して支払われる賃金であっ

て、基本給のほか諸手当が含まれているが、超過労働給与額は含

まれていない。） 
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初任給額　（円） 対前年増減 率 （ ％）

175,500 △ 1.2

175,100 △ 4.6

195,000 3.6

192,200 3.3

220,300 2.2

212,300 △ 2.5

250,500 4.6

- -

大学卒

区 分

高校卒

大学院
修士課程

修了

男 性

女 性

男 性

女 性

男 性

女 性

高専・
短大卒

男 性

女 性

１）男女別・卒業区分別初任給（長野県・令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）大学卒の産業別初任給額（全国、長野県・令和４年） 

 

資料：「令和４年賃金構造基本統計調査」厚生労働省 

データなし 
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５ 春季賃上げ妥結状況 

 

県労働雇用課が民間労働組合を対象に行った「令和５年春季賃

上げ要求･妥結状況調査」によると、令和５年の賃上げ妥結額（定

期昇給分含む）は7,557円(賃上率2.93％)で、前年より2,896円増

加しており、平均妥結額、平均賃上率ともに前年を上回る結果と

なった。 

主な産業をみると、賃上げ額の高い順では、「電子部品」で9,423

円（賃上げ率3.42％）、「卸・小売」が9,336円（同3.60％）、「電気

機器」が9,221円（同3.48％）となっている。一方、賃上げ額の低

い順では、「印刷・同関連」が2,360円（賃上げ率1.05％）、「運輸」

が4,278円（同2.01％）、「医療・福祉」が4,913円（同1.86％）と

なっている。 

妥結内容の詳細について、妥結内容の状況が分かる組合のうち、

ベースアップを実施した組合は71.1％にあたる113組合で、割合に

して前年同期を14.5ポイント上回った。 

 

賃上げ妥結額の推移をみると、リーマンショック直後の平成21

年に大きく減少したものの、その後は高水準を維持してきた。2019

年以降、米中の貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症の影響等に

より２年連続で減少したが、令和５年は長引く物価高騰に対して

大幅な賃上げを求める労使交渉が増加し、平均妥結額は平成10年

以来となる7,000円台となった。 

【用語の解説】 

賃上げ妥結額 定期昇給及びベースアップ等による、１人当たりの月額

所定内賃金の平均引き上げ額。 

定期昇給 あらかじめ就業規則等で定められた制度に従って行われる

昇給のこと。 

ベースアップ 賃金表（学歴、年齢、勤続年数、職務、職能などにより

賃金がどのように定まっているかを表にしたもの）の改定により賃金

水準を引き上げること。 
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１）産業別春季賃上げの妥結額（長野県・令和５年） 

 

２）春季賃上げの妥結額及び賃上率の推移（長野県・平成 21～2023年） 

 

資料：「春季賃上げ要求・妥結状況調査」長野県労働雇用課 
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６ 夏季・年末一時金妥結状況 

 

賃金には、毎月の定期給与のほかに臨時に支払われる給与とし

て、一般的にボーナス、賞与、夏季・年末一時金、期末手当など

と呼ばれているものがある。 

県労働雇用課による民間労働組合を対象とした調査によると、

令和５年の県内の常用労働者の夏季一時金の妥結額は502,877円

（1.92か月、前年比4,815円減少）、年末一時金の妥結額は517,691

円（1.98か月、同2,398円増加）であった。年間では1,020,568円

となり、前年を2,417円下回っている。 

夏季一時金の産業別の妥結額をみると、多い順に「情報通信機

器」826,374円、「建設業」764,202円、「電気・ガス」715,867円と

なっている。 

同じく産業別の年末一時金の妥結額は、「電気・ガス」686,951

円、「建設業」682,944円、「電子部品」677,155円となっている。 

平均妥結額の前年比率をみると、夏季は0.9％低下し、年末は

0.5％上昇している。 
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２）産業別夏季・年末一時金の妥結額（長野県・令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）夏季・年末一時金の妥結額及び前年比率の推移（長野県・平成23～令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「夏季・年末一時金要求妥結状況調査」長野県労働雇用課 

夏 季 

年 末 
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７ 最低賃金 

 

最低賃金制度は、最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定

め、使用者は、その最低賃金額以上の賃金を支払わなければなら

ないとする制度である。 

最低賃金には、地域別最低賃金と特定（産業別）最低賃金の２

種類があり、決定にあたっては、毎年中央最低賃金審議会から示

される引き上げ額の目安を参考にしながら、①地域における労働

者の生計費、②労働者の賃金、③通常の事業の賃金支払い能力を、

地域の実情を踏まえながら総合的に勘案し、地方最低賃金審議会

の調査審議を経て決定される。 

最低賃金は、原則として事業場で働く常用・臨時・パート・ア

ルバイトなど、雇用形態や呼称の如何を問わず、すべての労働者

とその使用者に適用される。（ただし、使用者が都道府県労働局長

の許可を受けることを条件としてのみ、個別に最低賃金減額の特

例が認められている。） 

また、最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な

賃金である。 

 

【最低賃金の対象となる賃金の例】 

←この部分が

　最低賃金の

　対象

※諸手当のうち、精皆勤手当、通勤手当、家族手当は最低賃金の対象となりません。

時間外勤務手当

基本給

諸手当※

休日出勤手当

深夜勤務手当

賃金 定期給与

臨時の賃金

賞与など

所定内給与

所定外給与
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＜地域別最低賃金＞ 

 時間額 効力発生日 

長野県最低賃金 
９４８ 円 

（９０８円） 

R5.10.1 

（R4.10. 1） 

 

＜特定（産業別）最低賃金＞   

 時間額 効力発生日 

計量器・測定器・分析機器・試

験機、医療用機械器具・医療用

品、光学機械器具・ﾚﾝｽﾞ、電子

部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路、電気

機械器具、情報通信機械器具、

時計・同部分品、眼鏡製造業 

  ９８３ 円 

（９４５円） 

R5.12.24 

（R4.12.14） 

はん用機械器具、生産用機械器

具、業務用機械器具、自動車・

同附属品、船舶製造・修理業,

船用機関製造業 

  ９９４ 円 

（９５６円） 

R5.12.20

（R4.12.16） 

各 種 商 品 小 売 業 

（注）衣・食・住にわたる各種の商

品を一括して一事業所で小売する事

業所であって、その事業所の性格上

いずれが主たる販売商品であるか判

別できない場合が該当します。（例：

百貨店、デパート、衣食住にわたっ

て小売する総合スーパー、ミニスー

パー等） 

９５０ 円 

（９１０円） 

R5.12.31

（R4.12.31） 

印 刷 、 製 版 業 
９４８ 円 

（９０８円） 

R5.10.1 

（R4.10.1） 

 

資料：長野労働局 
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１ 退職金制度の規定の状況及び形態 

 

令和５年に県労働雇用課が実施した「長野県雇用環境等実態調

査」によると、県内の退職金制度の規定のある事業所の割合は

72.2％で、令和２年実施の前回調査時と比べ 2.9 ポイント低下し

ている。 

規模別にみると、規模が大きいほど退職金制度の規定のある事

業所の割合が高くなっており、300人以上規模では 100％の事業所

で退職金制度が定められている。 

産業別にみると、退職金制度の規定のある事業所の割合は「金

融業・保険業」で 86.8％と最も高く、「宿泊業,飲食サービス業」

で 29.6％と最も低くなっている。 

退職金制度がある事業所の退職金支払い形態のうち、最も多い

のは「退職一時金形態のみ」で、70.2％となっている。 

これを規模別にみると、「退職一時金形態のみ」の占める割合は

5～9 人規模でもっとも高く 75.8％、300 人以上規模で最も低く

40.9％となっている。一方、「一時金と年金の併用」の占める割合

は 5～9 人規模で最も低く 10.6％、300 人以上規模で最も高く

31.8％となっており、規模が大きくなるほど支払い形態に退職一

時金のみを選択する事業所が減少し、一時金と年金の併用を選択

する事業所が増加する傾向が見られる。 

 

 

Ⅳ 退職金 
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１）退職金制度のある事業所     ２）退職金制度の形態 

（長野県・令和５年）           （長野県・令和５年） 

 

資料：「令和５年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 
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１ 総実労働時間 

 

「毎月勤労統計調査地方調査」によると、令和４年の県内の５人以

上規模の事業所で働く常用労働者（パートタイム労働者を含む）の月

間平均総実労働時間は140.1時間で、前年に比べ1.7時間減少した。そ

のうち所定外労働時間は9.9時間で、前年よりも0.3時間増加した。 

産業別月平均総実労働時間をみると、「情報通信業」が161.8時間（前

年比3.4時間減少）と最も長く、次いで「運輸業,郵便業」が158.8時

間（同3.1時間減少）、「学術研究等」が158.2時間（同3時間増加）と

なっている。そのうち、所定外労働時間をみると、「情報通信業」が

19.4時間（同1時間増加）と最も長く、次いで「運輸業、郵便業」が

18.7時間（同1.1時間減少）、「教育,学習支援業」が17.0時間（同1.2

時間減少）となっている。 

また、県内の常用労働者の月平均総実労働時間を男女別にみると男

性が154.2時間（前年比1.7時間減少）、女性が124.1時間（前年比2.5

時間減少）となっている。 

Ⅴ 労働時間・休業制度 

【用語の解説】 

総実労働時間  所定内労働時間と所定外労働時間の合計。 

所定内労働時間 事業所の就業規則等で定められた始業時刻と終業時刻

の間の休憩時間を除いた実際に労働した時間。 

所定外労働時間 早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等による労働時間。 
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１）月間平均総実労働時間の推移（長野県・平成 25～令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）産業別月間平均総実労働時間（長野県・令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）産業別及び男女別月間平均総実労働時間（長野県・令和４年） 

 
資料：「令和４年毎月勤労統計調査地方調査」長野県総合政策課統計室 
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２ 変形労働時間制 

 

県労働雇用課が令和５年に実施した「長野県雇用環境等実態調

査」によると、何らかの変形労働時間制を採用している事業所は

全体の50.5%となっており、その内訳をみると「１年単位」が46.9％

と最も高く、次いで「１か月単位」が40.1％となっている。産業

別では、「フレックスタイム制」は「情報通信業」、「１か月単位」

は「医療，福祉」、「１年単位」は「建設業」が採用している割合

が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

変形労働時間制の採用状況（複数回答）（長野県・令和５年） 

 資料：「令和５年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 

【用語の解説】 

変形労働時間制 繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期

の所定労働時間を短くするといったように、業務の繁閑や特殊性に

応じて、労使が工夫しながら労働時間の配分などを行い、これによ

って全体として労働時間を短縮を図ろうとするもの。 
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３ 年次有給休暇 

 

県労働雇用課の「令和５年長野県雇用環境等実態調査」によると、

令和４年（又は令和４年度）の１年間に、事業所が付与した正社員の

年次有給休暇日数（繰越日数を除く。）は、労働者１人平均15.7日（前

回、令和４年調査15.5日）で、平均取得率は61.1％（同55.2％）とな

っている。産業別の平均付与日数をみると、「金融業、保険業」と「学

術研究、専門・技術サービス業」が17.8日と最も多く、次いで「教育、

学習支援業」と「サービス業（他に分類されないもの）」が17.2日、「医

療、福祉」が16.6日となっている。平均取得率では、「製造業」が70.5％

と最も高く、次いで「医療、福祉」62.7％、「情報通信業」62.0％と

なっている。 

また、正社員以外の付与状況は、労働者１人平均12.8日（同11.3日）

で、平均取得率は66.4％（同64.1％）。産業別の平均付与日数をみる

と、「金融業、保険業」が18.0日と最も多く、次いで「学術研究、専

門・技術サービス業」が17.7日、「建設業」が15.0日となっている。

平均取得率では、「不動産業、物品賃貸業」が80.8％と最も高く、次

いで「学術研究、専門・技術サービス業」75.1％、「情報通信業」74.7％

となっている。 

正社員の年次有給休暇取得状況（長野県・令和５年） 

 

資料：「令和５年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 
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４ 育児休業制度・介護休業制度 

 

（１）育児休業制度 

厚生労働省の「令和４年度雇用均等基本調査」によると、全国

の令和２年10月1日から令和３年9月30日までの１年間に在職中に

出産した女性のうち、令和４年10月１日までに育児休業を開始し

た者の割合は86.7％で、前年度に比べ2.8ポイント低下した。また、

同期間に配偶者が出産した男性のうち、同期間までに育児休業を

開始した者の割合は24.2％で、前年度に比べ5.3ポイントの上昇と

なっている。 

育児のための所定労働時間の短縮措置等の各種制度の導入状況

をみると、多い順に「短時間勤務制度」が71.6％、「所定外労働の

制限」が67.1％、「始業・就業時刻の繰上げ・繰下げ」が41.5％と

なっている。 

県の「令和５年長野県雇用環境等実態調査」によると、県内の

令和４年年度中に出産した女性の育児休業取得率は94.2％、配偶

者が出産した男性の育児休業取得率は36.7％となっている。 

 

（２）介護休業（休暇）制度 

総務省の「令和４年就業構造基本調査」によると、令和４年10

月１日現在で、介護をしている有業者に占める介護休業制度の利

用者の割合は、全国10.3％、長野県10.0％であり、男女別にみる

と、女性は全国10.0％、長野県11.5％、男性は全国10.6％、長野

県8.2％となっている。 

また、厚生労働省の「令和４年度雇用均等基本調査」によると、

介護休暇制度の規定がある事業所の割合は、事業所規模５人以上

では72.8％（令和元年度74.0％）、事業所規模30人以上では90.0％

（同89.0％）となっており、前回調査に比べ５人以上規模で1.2ポ

イント低下、30人以上で1.0ポイント上昇した。 
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１）育児休業取得率の推移（平成26～令和４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）育児のための所定労働時間の短縮措置等の制度の導入状況（複数回答） 

   

 

 

 

 
 

 

 

 

 

３）介護休業取得率（全国、長野県・令和４年度） 

 計 女性 男性 

全国 10.3 10.0 10.6 

長野県 10.0 11.5 8.2 

４）介護休暇制度の規定あり事業所割合の推移（全国・平成24～令和４年度） 

 

 

資料：「雇用均等基本調査」厚生労働省 
「令和４年就業構造基本調査」総務省統計局 

   「令和５年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 

(％) 

全国 
長野県 
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１ 県内の労働災害 

 

長野労働局の発表によると、令和４年（令和５年１月末とりま

とめ）の県内の労働災害による死傷者数（死亡及び休業４日以上）

は2,294人（前年比162人増加）、死亡者21人（同６人増加）となっ

ている。 

産業別に労働災害発生状況をみると、製造業が638人（同133人

増加）、建設業が296人（同15人増加）、運輸業が235人（同12人減

少）、農業・畜産業・水産業が48人（同１人増加）、林業が34人（同

13人減少）、鉱業が８人（前年同数）、その他の業種が1,035人（同

38人増加）となっている。 

死亡労働災害21人を産業別にみると、建設業が８人（同１人増

加）、製造業が３人（同２人増加）、運輸業が２人（同２人減少）、

林業が１人（同１人増加）、その他の業種が７人（同５人増加）と

なっている。 

また、労働災害による死傷者2,294人を事故の型別にみると、「転

倒」31.6％、「墜落・転落」14.3％、「動作の反動・無理な動作」

13.6％、「はさまれ・巻き込まれ」が12.6％となっている。 

 
１）労働災害による死傷者数の推移（長野県・平成25～令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 労働災害・安全衛生 

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く。なお、新型コロナウイルス感染症のり患によるも

のを含めた令和４年の合計数は 5,129 人、令和３年は 2,338 人、令和２年は 2,063 人。 
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H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年

製造業 2 1 3 4 3 4 3 4 1 3

鉱業 1

建設業 8 10 3 5 5 3 4 2 7 8

運輸業 3 3 1 5 4 1 2 4 2

林業 4 1 1 1 1 1 1 1

農業等

その他 6 1 7 4 7 7 5 7 3 7

計 20 17 16 15 21 19 14 16 15 21

２）労働災害による死亡者数の推移（長野県 平成25～令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）産業別労働災害による死亡者数の推移（長野県・平成25～令和４年） 

 

 

 

 

 

 

４）事故の型別労働災害による死傷者数（長野県・令和４年） 

 資料：「令和４年労働災害発生状況」 長野労働局 

（人） 
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２ 労働安全衛生 

（１）メンタルヘルス対策 

厚生労働省の「令和４年労働安全衛生調査（実態調査）」による

と、メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所の割合は全国で

63.4％と前回（R03年調査59.2％）より4.2ポイント増加した。 

メンタルヘルス対策に取り組んでいる全国の事業所について、

取組内容（複数回答）をみると、「労働者のストレスの状況などに

ついて調査票を用いて調査（ストレスチェック）」が63.1％、「メ

ンタルヘルス不調の労働者に対する必要な配慮の実施」が53.6％

となっている。 

治療と仕事を両立できるような取組については、治療と仕事を

両立できるような取組がある事業所の割合は58.8％となっている。 

 主な取組内容(複数回答)は、「通院や体調等の状況に合わせた配慮、

措置の検討」が86.4％、「両立支援に関する制度の整備」が35.9％

となっている。 

 

 
【用語の解説】 

メンタルヘルス対策 事業所において事業者が講ずるように努めるべ

き労働者の心の健康の保持増進のための措置 

ストレスチェック 労働者のストレスについて、調査票などを用いて現

在の状況を把握し、本人に気づきを与えるためのものである。また、

その結果を職場環境の改善に活用するもの。 

※労働安全衛生法の改正（平成 27 年 12 月 1 日施行）により、常時 50

人以上の労働者を使用する事業所ではストレスチェックの実施が事

業者の義務となり、これ以外の事業所ではストレスチェックの実施が

努力義務となっている。 

「高年齢労働者に対する労働災害防止対策への取組状況」は、令和４年調査に該当項目なし 
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１）事業所規模別メンタルヘルス対策取組事業所割合（全国・令和４年） 

 

 
 
 
 
 
 
２）メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所割合の推移（全国・平成29

～令和４年）         
                             

 

 

 

 

３）事業所規模別治療と仕事を両立できるような取組を実施している事業

所割合（全国・令和４年） 

 

 

 

４）ストレスチェックの実施状況（全国・令和４年） 

（％）

事業所計 [63.1] 100.0 72.2 27.2 0.6
事業所規模

1,000以上 [99.1] 100.0 91.8 8.0 0.2

500～999人 [99.9] 100.0 85.6 14.4 0.0

300～499人 [98.3] 100.0 90.1 9.9 0.0

100～299人 [96.8] 100.0 78.0 21.3 0.7

50～99人 [90.0] 100.0 67.7 31.5 0.8

30～49人 [61.7] 100.0 73.9 24.8 1.3

10～29人 [53.5] 100.0 71.1 28.6 0.3

区分
ストレスチェックを
実施した事業所

結果の分析を
実施した

結果の分析を
実施していない

不明

 

資料：「令和４年労働安全衛生調査（実態調査）の結果」厚生労働省 

注：[ ]は、「メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所」のうち「ストレスチェック」

を実施した事業所の割合 

(％) 
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（２）ハラスメント対策 

県労働雇用課が実施した「令和３年雇用環境等実態調査」によ

ると、ハラスメント対策に「取り組んでいる」割合は68.1％とな

っている。 

ハラスメント対策として取り組んでいる内容は、「規則等で対応

方針を定めている」が55.3％で最も高く、次いで「ミーティング

等で周知を図っている」43.6％、「相談窓口を設置している」42.0％

となっている。 

過去３年間に職場でセクシュアルハラスメントを受けたことが

「有る」割合は7.6％となっている。男女別でみると、男性は4.1％、

女性は10.8％となっている。 

 

（３）悪質クレーム対策 

  県労働雇用課が実施した「令和３年雇用環境等実態調査」によ

ると、悪質クレーム（カスタマーハラスメント）対策に「取り組

んでいる」割合は 34.4％となっている。 

  過去３年間に、自分自身や同僚が、顧客等から悪質なクレーム

を「受けたことがある」割合は 24.1％となっている。 

  悪質なクレームが「増加していると感じる」割合は 36.2％とな

っている。企業規模別にみると、企業規模が大きくなるほど、「増

加していると感じる」割合が高くなる傾向となっている。 
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１）ハラスメント対策の取組状況（長野・令和３年） 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
２）セクシュアルハラスメントを受けた経験（長野・令和３年） 

 

 

 

 

 

 
 
３）悪質クレームが増加していると感じるか（長野・令和３年） 

 

資料：「令和３年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 

(％) 
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１ 県内の組織労働者数 

 

厚生労働省が我が国の全ての労働組合を対象として、労働組合

数、加盟組織系統等の状況を明らかにすることを目的として、毎

年 6 月 30 日現在で実施している「労働組合基礎調査」によると、

令和５年の県内の労働組合数は 1,315組合（前年比 20組合減少）、

労働組合員数は 167,626人（同 220人減少）、推定組織率（雇用者

に占める労働組合員数の割合）は 18.6％（同 1.1 ポイント低下）

となっている。 

適用法規別の労働組合員数は、労働組合法が 134,365 人（全体

の 80.2％）、地方公務員法が 31,916 人（同 19.0％）、国家公務員

法が 883 人（同 0.5％）、地方公営企業等の労働関係に関する法律

が 462 人（同 0.3％）、行政執行法人の労働関係に関する法律が 0

人となっている。 

労働組合法適用労働組合員数を産業別にみると、「製造業」が最

も多く 57,308人、次いで「建設業」の 19,258人、「医療，福祉」

の 17,287人となっている。 

主要労働団体の労働組合員数は、日本労働組合総連合会長野県

連合会（連合長野）が 102,962人（前年比 746人減少）、長野県労

働組合連合会（県労連）が 21,657人（同 247人減少）となってい

る。 

なお、全国の単一労働組合の労働組合数は 22,789組合（前年比

257組合減少）、労働組合員数は 993万 8千人（同 5万 4千人減少）

となった。全国の推定組織率は 16.3％（同 0.2 ポイント低下）と

なっている。 

Ⅶ 労働組合・労働争議 

【用語の解説】 

推定組織率 長野県が算出する推定組織率は「経済センサス‐基礎調

査」における雇用者数に「毎月勤労統計調査地方調査」の増減率に

より補正したものから、警察・消防などの職員を除いた組合結成可

能な雇用者数に占める労働組合員数の割合。 
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１）労働組合員数及び推定組織率の推移（長野県・平成 25～令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）適用法規別労働組合員数の割合（長野県・令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）産業別労働組合員数の割合<労働組合法適用労働組合>（長野県・令和５年） 

 

 
労組法 ： 労働組合法

行労法 ： 行政執行法人の労働関係に関する法律

地公労法 ： 地方公営企業等の労働関係に関する法律

国公法 ： 国家公務員法

地公法 ： 地方公務員法  

資料：「令和５年労働組合基礎調査」長野県労働雇用課 



 

61 

 

２ 争議行為の状況 

 

厚生労働省の「令和４年労働争議統計調査」によると、「総争議」

の件数は270件、総参加人員は53,519人となっており、前年に比べ、

件数は27件（9.1％）の減少、総参加人員は6,870人（11.4％）の

減少となった。「総争議」の件数は減少傾向にあり、比較可能な昭

和32年以降、最も少なかった令和元年に次ぎ、２番目に少ない。 

このうち、「争議行為を伴う争議」の件数は65件、行為参加人員

は6,447人となっており、前年に比べ、件数は10件（18.2％）の増

加、行為参加人員は1,411人（18.0％）の減少となった。 

「争議行為を伴う争議」を行為形態別にみると、「半日以上の同

盟罷業」の件数は33件、行為参加人員は744人、労働損失日数は

1,789日となっており、前年に比べ、件数は１件（3.1％）増加し、

行為参加人員は22人（3.0％）の増加、労働損失日数は401日

（28.9％）の増加となった。「半日未満の同盟罷業」の件数は48件、

行為参加人員は5,872人となっており、前年に比べ、件数が12件

(33.3％)の増加、行為参加人員は1,395人(19.2％)の減少となった。 

県内の労働争議の新規発生件数は10件（前年比１件減少）、総参

加人員は1,316人（同449人減少）となっている。また、争議行為

を伴う争議の発生件数は６件（前年比２件減少）、行為参加人員は

127人（同169人減少）となっている。 

 

 

 
【用語の解説】 

総争議 争議行為を伴う争議と争議行為を伴わないが解決のため

に労働委員会等第三者が関与した争議との合計をいう。 

争議行為 労働関係の当事者がその主張を貫徹することを目的と

して行う行為及びこれに対抗する行為であって、業務の正常な運

営を阻害する行為（半日以上の同盟罷業、作業所閉鎖、半日未満

の同盟罷業、怠業、業務管理等）をいう。 
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件　数
総参加
人　員

件　数
総参加
人　員

行為参加
人　　員

件　数
総参加
人　員

件 人 件 人 人 件 人

平成28年 391 69,533 66 52,415 15,833 325 17,118

29 358 132,257 68 72,637 17,612 290 59,620

30 320 103,342 58 51,038 10,059 262 52,304

令和元 268 105,340 49 57,345 17,763 219 47,995

2 303 57,426 57 32,436 6,013 246 24,990

3 297 60,389 55 38,540 7,858 242 21,849

4 270 53,519 65 37,881 6,447 205 15,638

年

総　争　議
争議行為を
伴わない争議

争議行為を伴う争議

件数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

件数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

件 人 日 件 人 件 人 件 人

平成28年 31 2,383 3,190 47 13,698 - - - -

29 38 7,953 14,741 46 9,917 - - - -

30 26 955 1,477 42 9,260 3 61 1 27

令和元 27 5,345 11,002 33 11,609 1 1,080 1 27

2 35 806 1,817 34 5,324 - - - -

3 32 722 1,388 36 7,267 - - - -

4 33 744 1,789 48 5,872 - - - -

年

半日以上の同盟罷業 半日未満の同盟覇業 怠業 その他

１）労働争議の種類別件数及び参加人員の推移（全国・平成28～令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※労働争議の件数は、原則として単独争議を1件として取扱うが、連合争議も1件として取扱う。 
 

２）争議行為を伴う争議の行為形態別件数、行為参加人員及び労働損失日 

数の推移（全国・平成28～令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）労働争議発生件数（長野県・平成28～令和４年） 

件　数
総参加
人　員

件　数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

件数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

件 人 件 人 件 人 日 件 人 件 人

平成28年 20 4,846 18 1,347 2 209 209 17 1,138 - -

29 23 6,858 21 1,459 2 91 91 20 1,368 - -

30 18 3,135 16 1,135 1 1 1 16 1,134 - -

令和元 11 3,130 10 787 1 1 1 9 783 - -

2 14 2,478 10 336 3 26 1 9 321 - -

3 11 1,765 8 296 3 35 1 6 261 - -

4 10 1,316 6 127 2 19 1 5 108 - -

その他

争　　　議　　　形　　　態

年

総　争　議
争議行為を
伴う争議 半日以上の同盟罷業

半日未満の
同盟罷業

 
資料：「令和４年労働争議統計調査」厚生労働省、長野県労働雇用課 
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１ 多様な働き方 

  県労働雇用課が実施した「令和５年長野県雇用環境等実態調査」の

事業所調査によると、いずれかの多様な働き方を「導入している」事

業所は 75.6％となっている。産業別にみると、「情報通信業」の 95.8％

が最も高く、「不動産業、物品賃貸業」の 58.8％が最も低い。 

  導入している多様な働き方は、「半日や時間単位の有給」が 88.8％

で最も高く、「短時間正社員」56.4％、「再雇用制度」（50.1％）、「始

業・終業時刻の繰上げ・繰り下げ」48.5％となっている。 

  また、テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイル

勤務）について、いずれかを「導入している」事業所は 13.5％となっ

ている。産業別にみると、「情報通信業」の 62.5％が最も高く、「宿泊

業、飲食業」の 3.7％が最も低い。 

  テレワークを導入しない理由は、「適した職種がないから」が 68.5％

で最も高く、「特に必要性を感じないから」33.2％となっている。 

  １）「多様な働き方」の導入状況                        

 

 

 

Ⅷ 多様な働き方・女性の活躍 
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２）導入している働き方（複数回答）     

 

 

 

 

 

 

 

 

３）「テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイル勤務）」の導入状況

（複数回答） 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

４）「テレワーク」を導入しない理由（複数回答） 

 

資料：「令和５年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 
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２ 女性の活躍推進 

（１）管理職に占める女性の割合 

厚生労働省の「令和４年度雇用均等基本調査」によると、管理職に

占める女性の割合（以下、「女性管理職割合」という。）は、課長相当

職以上が 12.7％（令和３年度 12.3％）で、前回調査に比べ 0.4 ポイ

ント上昇、係長相当職以上が 14.7％（同 14.5％）で、前回調査に比

べ 0.2ポイント上昇した。これを、役職別にみると、部長相当職では

8.0％（同 7.8％）、課長相当職では 11.6％（同 10.7％）、係長相当職

では 18.7％（同 18.8％）となっている。 

課長相当職以上の女性管理職割合を企業規模別にみると 10～29 人

規模が最も高くなっている。 

１）役職別女性管理職割合の推移（全国・H28～令和４年度）（企業規模 10人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）規模別課長相当職以上の女性管理職割合（役員を含む）（全国・R４年度） 

 

資料：「令和４年度雇用均等基本調査」厚生労働省 

(%) 
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（２）職場での男女差 

県労働雇用課で実施した「令和３年長野県雇用環境等実態調査」

によると、職場での男女差があると「感じる」割合は29.1％とな

っている。 

企業規模別でみると、企業規模が大きくなるほど、「感じる」割

合が高くなっている。 

男女差を感じる内容は、「女性の昇任や昇格が男性よりも遅いこ

と」が42.7％で最も高く、次いで「女性は仕事以外の雑務をさせ

られていること」34.7％、「女性の賃金や手当が同一職種・勤続年

数の男性より低いこと」34.2％、「女性の仕事の内容が補助的なも

のに偏っていること」29.0％となっている。 

平成30年調査と比較すると、「女性の賃金や手当が同一職種・勤

続年数の男性より低いこと」が9.9ポイント低下している一方で、

「女性の昇任や昇格が男性よりも遅いこと」が5.0ポイント上昇し

ている。 

男女別でみると、男性は「女性の昇任や昇格が男性よりも遅い

こと」の43.1％が最も高く、次いで「女性の仕事の内容が補助的

なものに偏っていること」38.2％、「女性は仕事以外の雑務をさせ

られていること」27.1％、「女性の賃金や手当が同一職種・勤続年

数の男性より低いこと」26.4％となっている。 

一方、女性は「女性の昇任や昇格が男性よりも遅いこと」と「女

性の手当が同一職種・勤続年数の男性より低いこと」の41.8％が

最も高く、次いで「女性は仕事以外の雑務をさせられていること」

40.7％となっている。 
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３）職場での男女差の有無（長野・令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）男女差を感じる内容（長野・令和３年） 

 

 

資料：「令和３年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 

(％) 

(％) 

(％) 


